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トランプ政権の政策調整に注目

トランプ政権の相互関税の税率の高さに加えて、中国の報復関税の
発表で、世界の株価が急落しています。思いのほか関税率が高いこと
に加え、中国がレアアースの輸出規制を加えたことから、スマホなど
のコスト上昇を心配してハイテク企業の株価が下がるといった追加的
な悪影響もありました。
しかし、よく考えるとトランプ政権の関税率の引き上げは、個別の国
や地域との交渉によって引き下げられる可能性が高く、それを忘れ
てこの関税率では景気後退が起こると予想して心配するのは悲観的
に過ぎるでしょう。実際に、トランプ大統領はベトナムの最高指導者と
電話会談をしたと述べています。日本をはじめ主要国も交渉の切り
札を見つけて高すぎる関税率について交渉を始めるでしょう。
さらに、もともと関税率の引き上げは、所得減税や法人税減税でサ
ポートされると想定されていたことも思い出しましょう。上院共和党
は今年１２月に期限を迎える所得税の減税継続を含めた減税案を具
体化しています。今後７月末からの議会の夏休みを前に、下院でも減
税が議論され、上下院で調整されるでしょう。
関税率引き上げに関する「最悪の想定」はそのうち見直され、世界
の株価指数は回復するとみています。ただし、昨年夏のように１カ月
以内に元に戻るほど早い回復ではないかもしれません。
各国と米国との交渉、主要企業の経営方針のコメント、７月下旬ま
での減税の議論の進展を見ながら、日米株式市場が年末に向かって
ゆっくりと回復するとみています。
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